
中国における教員免許の国家資格化改革の展開と課
題 : 全国統一試験の現状に着目して

言語: Japanese

出版者: 

公開日: 2018-12-25

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: 王, 林鋒

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

http://hdl.handle.net/10098/10531URL





1993年 に初めて国家法律 として『教師法』を頒布 し、

教員資格制度を確立した。時代の制限及び実庸によっ

て、教員資格に準ずる要求に満たされない在職の教員

が多く存在 していたため、教員資格認定の過渡期が設

けられ、在職の教員が2年 連続で評価に合格すれば、

教員資格を授与された。1997年 までに1026万 人は、

こうした認定で教員資格を得た(陳 ・余、2015)。1998

年に、国は、試験的拠点を指定し、在職教員(1994年

以降の入職者)及び社会人申請者を対象に認定を行い、

15万 人に、教員資格を与えた。このように、教員資格

制度は、過渡期、拠 点期を経て、定着 してきた。ただ、

小中高学校の入学者数の増加により教員が不足 してい

た状況が続いていた。師範学校や師範大学だけでは、

教員の大量需要に対応できなくなった。そこで、1999

年から、高等教育機関の入学者募集の拡大政策と共に、

非師範大学も教員養成への参入を認める開放制が始ま

った。2000年 に、規定の条件に満たされた非師範生と

社会人は、教育学及び教育心理学の試験を受け、教員

資格を申請することができるようになった。いわゆる、

師範生と非師範生の2重 構造 「双軌制」となった。2001

年に 「双軌制」の教員資格制度を全国的に正式実施し

始めた。2007年 までに、全国およそ2000万 人が、教

員資格を取得 した(中 国教育報、2008)。一方で、教師

教育の資質標準及び質保証の体制が欠如したため、師

範卒業生の数は、需要を大幅に上回っただけではなく、

質の差も懸念された。問題解決策として、醸 し出され

たのは、全国統一の教員資格国家試験の動きであった。

2011年9月 に試験改革の企画案を提示する『教師資

格試験改革試行地域の指導意見』(教育部、2011)が 公

布 された。漸江省、湖北省の2省(王 ・王、2012)が 、

2011年 の下半期から改革を先行実施 し、2012年 から

さらに上海、広西省、海南省、河北省の4省 まで拡大

すると記された。試行地域の拡大につれて改革を順次

に滑らかに全国実施できるように、2013年8月 に教員

免許国家試験実施の具体策を明記する 『教師資格試験

暫定規則』が頒布 された。2015年 までに、改革試行地

域は、20力省まで拡大し、受験者数が275.7万 人に及

んだ(渇 、2016a)。2014年 に10か 省の試行地域で行

ったアンケー ト調査(回 収数2134)に よると、教師資

格国家試験の必要性に対 して90%以 上の回答者(受 験

者、面接官、教科教育の教員及び教育行政関係者を含

む)が 必要だと答えた(渇 、2016b)。 一方で、従来の

試験 と比べて国家試験の効果に対 して、43.44%の 受験

者がよい、38.48%の 受験者が普通、18.08%の 受験者

がよくないと答えた(渇 、2015a;2015b;2016c)。 っま

り、教員資格国家試験の必要性が高く認められるが、

効果の有効性に疑問が残る。
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1.全 国統一教員資格試験の実施概要

項目 改輩箭
(双軌制)

改革後
(教員資格国家試験)

孤

出題機関 省の教育行 教育部試験センター(教
政部門 員資格試験センター)

対象者 非師範生及 師範生、非師範生及び社
び社会人 会人

2.2009年 ～2011年 における教員資格国家試験の改革 皿.教 員資格国家試験及び教員資格の定期登録制度の実

案の開発 施

2009年 から教員免許の国家資格化改革の準備に着

手された。国家教育試験機構は、試験の綱要、試験問

題の作成、試験の実施方法1を制定すると明確 した。2010

年5月 に公布 された 『国家中長期教育改革発展計画綱

要2010-2020年 』(国務院、2010a)に おいて、教育改

先述 した 『教師資格試験改革試行地域の指導意見』

及び 『教師資格試験暫定規則』(教育部、2013)に 基づ

き、教員資格国家試験制度の実施事項が定められた。

教員資格国家試験改革前後、筆記試験の主要項 目の違

いを表1で 示 してある。出題機関は、各省レベルから

購
錨
欝
隷
灘
羅

学論瞳教欝

し謙桝齪書桝齪辮
受験資格 幼稚園:幼児 幼稚園:短 大卒以上

師範学校卒 小学校:大 卒以上
以上 中高校:大 卒以上
小学校:中 等
師範 学校卒
以上
中学校:短 大
卒以上
高校:大 卒以
上

中国の師範教育が発展 してきた歴史の中、教員養成

体系において、"ピラミッド型"学 歴の等級制度を築い

てきた。すなわち、幼児教育や初等教育の教員となる

学歴と違って、高校の教員は大卒の学歴が必要であっ

た。そのため、給与、社会的地位にも差が生じている。

つまり、学歴、いわば、教科知識が教員の質を判断す

る唯一の基準となっている。教職専門性の価値及び重

要性は無視されている。このような学歴の差は、教員

養成体系の不公平性を招いた。今回の改革によって、

教師教育体系の公平性を図るため、小中高学校の教員

の学歴を大卒以上(大 卒を含む)に 格上げた。

教員という職業を勤める基準を厳格にし、教員の

質を保証するために、『教師法』、『教師資格条例』及

び 『国家中長期教育改革発展計画綱要2010-2020

年』に基づき、教員資格国家試験制度が確立 された。

教員資格国家試験は、申請者が教員になる必須の教育

教学基本素質及び能力を備えるかを言i緬する試験であ

る。教員資格国家試験に合格することは、教員になる

前提条件である。幼稚園、小学校、中学校、高校、中

等職業学校(及 び実習指導)の 教員になる人は、それ

ぞれの校種に準じる教員資格国家試験に受からなけれ

ばならない。教員資格国家試験は、全国統一の試験で

あり、育人、能力、実践、及び専門化を高めることを

目指 し、科学、公平、安全、規範の原則を堅持する。

受験資格に関しては、健康診断の標準、学歴の要求

を満たした、高等教育機関の三年生以上に在籍する学

生は、試験を受けることができる。試行地域での先行

実施が始まる前に入学 した師範類専攻の学生は、卒業

証明書提出で教員資格の認定を行 うが、一方で試行地

域での先行実施が始まる後に入学 した師範類専攻の学

生は、教員免許を取得するため、教員資格国家試験に

受からなければならない。

教員資格国家試験は、筆記試験と面接がある。筆記

試験は、申請者が、教員が備えるべきである教育理念、

職業道徳、法律法規知識 、科学文化素養、読解理解、

言語表現、論理的推理、情報処理 といった基本能力 と

教育教学、生徒指導、学級経営といった基本知識、そ

して、教科領域の基本知識、授業設計 ・実施評価の知

識 と方法、知識を活用し教育教学の実際問題を分析 し

た り解決 したりできる能力を考査する。筆記試験は、

コンピューターテス トとペーパーテス トの組み合わせ

で実施する。面接は、申請者の職業認知、心理素質、

姿形、言語表現、思考品質といった教員基本素養と授

業設計、授業実施、授業評価といった基本技能を考査

する。主に構造化面接やシミュレーションなどの方式

で抽選、授業準備、指定問題の解答、模擬授業、口述、

採点とい うプロセスで行なわれる。国は筆記試験の合

格点数を定め、省の教育行政部門は、面接の合格点数

を定める。科目ごとに筆記試験の成績の有効期限は2
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年 とする。筆記試験かつ面接両方の合格者は、教育部

試験センターから教員資格認定の必須条件となる教員

資格国家試験合格証明書(有 効期限3年)が 授与され

る。

筆記試験は、毎年3月 、11月 の2回 を実施する。面

接は、5月、12月の2回 を行 う。省の教育行政部門は、

関連する規程に従い、教員資格国家試験の筆記試験及

び面接の申請受理、試験会場設置などを行 う。申請者

は、教員資格国家試験のサイ ト(http://㎜v.ntce.com/)

で申し込み、書類審査を経て申請情報を確定する。面

接は、教科別に最小限3名 の面接官で行 う。面接官は、

5年 以上の教育や研究経験を持っ、研 彦を受けた大学

の専門家、現職教員、教育研究機関の専門家からなる

(委鬼、2016)。

試験の組織に関 して、教育部は、『教師専門標準』、

『教師教育課程標準』に基づき、教員資格国家試験の

標準を制定し、試験の綱要を作成する。教育部試験セ

ンターは、教員資格国家試験の組織 づくり及び実施方

法の在 り方を策定する。省の教育行政部門は、管轄区

域の教員資格国家試験の実施に責任を負い、具体的に

実施を行 う教員資格試験の専門機関を指定する。試験

を受ける費用は、財政部、国家発展改革委の規定によ

り徴収する。

2.教 員資格の定期登録制度(5年 ご乏)の実施方法

教員資格国家試験制度を完備し、教員管理体制を改

善 し、高い質の教員専門家チームを作るために、『教師

法』、『教師資格条例』及び 『国家中長期教育改革発展

計画綱要2010-2020年 』に基づき、教員資格の定期登

録制度が確立された。教員資格の定期登録は、教員に

なった後の定期審査である。教員資格は、省(区 、市)

の教育行政部門が5年 ごとに定期登録を実施する。定

期登録の対象者は、公立の小中高学校、中等職業学校

と幼稚園の在職教員である。私立学校の定期登録は、

省に委ねる。定期登録に不合格、または、登録 しない

対象者は、教育教学することができなくなる。教員職

業道徳、業務状況、業績を客観的に反映する教員資格

の定期登録は、教員人事管理システムと連動 し、教員

評価及び教員専門職開発を促すことを重要 目標 とする。
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初任者は、正規教員になって60日 以内に第一次登

録を行い、その後5年 ごとに登録する。初めて登録す

る対象者は、省の規定に準 じ、担当する教科の教員資

格を持っ正規の在職教員である。教員資格定期登録 の

対象者は、本人申請 し、学校単位で市以上の教育行政

部門に審査用書類を提出する。対象者が、以下の五つ

の条件を満たす場合は、定期登録に合格 とする。①国

家の法律法規、『教師職業道徳規範』に従い、省の教育

行政部門の評価基準に達する;② 毎年の年度評価に合

格以上である;③登 録の有効期間内に360時 間の研修、

あるいは、省の教育行政部門が認める該当する単位を

取得する;④ 身L健 康、教育教学することに適する;

⑤省の教育行政部門のその他の条件。

定期登録は教員や学校から費用を徴収 しない。教育

行政部門は、登録申請を受理して90日 以内に、書類を

審査 し、結論を公示する。市の教育行政部門は書類を

初審 し、地区の教育行政部門は再審、省の教育行政部

門は終審を行い、全国教員資格定期登録システムに登

録結論及び関連卜青報を入力する。それと同時に、教員

資格証明書に登録結論を明記する。

IV.高 等教育の師範類専攻の質を評価する認証制度

前述 した教員免許の国家資格化の政策動向によっ

て、すべての人が、専攻やコースを問わず、教員免許

取得するために、必ず国家試験に受からなければなら

ない。そ うすると、師範類専攻のメリットや特別待遇

がなくなる。教員養成を主とする師範 大学だけではな

く、師範類専攻を有する一般総合大学も、存在する意

義を新たに見出さなければならない立場に置かれてい

る。そこで、全国の師範類専攻の質を評価する認証制

度が打ち出された(教 育部、2017)。 この認証制度は、

日本の教職課程の認証制度の 目的と実施方法が異なる

ため、完全に違 う制度である。

師範類専攻の発展、教師教育の質を保証する体制の

改善、教員養成の質向上を図るために、2017年10月

26日 に『高等教育における師範類専攻の認証実施方法』

が公布 された。高等教育の師範類専攻の認証制度は、

師範類専攻の質を評価する制度である。本節では、認

証方法及び認証標準を紹介する。認証標準は、中等教
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1.師 範類専攻認証制度を確立する背景

師範類専攻の卒業生ぽ 現職教員の大半を占める。

師範類専攻の質は、教員の質に直接に影響を与え、さ

らに、教育の質も左右する。全国的に教員の量が満た

された現段階では、教員の質保証できる制度の確立が

新しい時代の教師教育改革に求められている。教師教

育の改革を前進するためには、高い質の師範大学及び

師範類専攻が重要である。すなわち、教員養成の仕組

み、課程の改善、教師教育の質を保証する体制を充実

させることを必要 とする。 こうした改革の突破口とな

るのは、師範類専攻認証制度の確立である。これによ

って、難航中の教師教育改革を牽引することが期待さ

れる。

師範類専攻認証制度は、三つの段階を経て確立 して

きた。第1段 階は、認証の試験的拠点を設置 した。2014

年から2016年 に至る時期において、認証の試験的拠

点として江蘇 省、広西省が指定され、認証標準及び認

証実施方法の有益な経験を得た。第2段 階は、認証の

調査研究を行った。2016年 に高等教育評価センターは

師範類専攻認証をテーマにした課題研究プロジェク ト

を起動し、全国規模で師範類専攻の数、構造及び分布

状況を基に、地域及び種類別に教員養成のシラバスを

分析し、国内外の比較を行った。そのデータに基づき、

教師教育質保証の調査研究報告が作成された。第3段

階は、認証制度の文案を研鐙した。2016年 以来、省の

教育行政部門、教育訓 面機構及び師範大学の専門家か

らなる文案チームが組まれ、半年間の諸会議を重ね、

『高等教育における師範類専攻の認証実施 方法』が公

布された。

2・高等教育の師範類専攻の認証制度の基本原則

認証制度の理念は、"学 生中心 産出主導、質の持

続的改善'と する。師範類専攻の認証は、師範生を中

心に教育資源を配置 し、課程 と教学を実施するように

強調 している。師範卒業生が持つべき核心能力と対照
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し、教員養成の質を評価する。そ して、評価結果を活

用し、教学の改善及び質の向上を促進する。

認証の価値づけは、"分 級分類、特色発展、卓越追

及"と する。教師教育関係の専攻設置の状況に基づき、

中等 ・初等 ・就学前教育の特徴を配慮 し、各校種の認

証標準が制定された。また、到達目標の区別による三

級認証の実施は、レベルを順次に高めていく仕組みで

ある。こうした横 及び縦の分級システムによって、関

連大学の位置づけ、特色発展、師範専門人材の育成を

前進することが期待 される。

認証の方法は、"統 一体制、大学申請、省部協同"

とする。教師教育の質を監視測定(監 測)す る機関及

びビッグデータを元に、全国統一の認証体制を構築し、

オンライン監測に加え、実地考察も行われる。大学は

自主的に認証を申請 し、国の教育部及び省の教育行政

部門の協同によって認証を受ける。こうした大学から

の挙証 と専門家からの査証の組み合わせ方式が認証の

体制を支える。

3.三 級認証制度の概要

表2が 示す通 り、質を向上させる目的の下で、師範

類専攻に対して、三級認証を実施する。第1級 認証は、

各地各校の師範類専攻の基本建設を促すために、核心

数値監視指標の4種 類15項 目に従い、運営資質の基

本要求の監 則を行 う。第2級 認証は、各地各校の師範

類専攻の専門性を強調するために、『教師専門性標準』

及び『教師教育課程標準』に依拠し、定性指標を用い、

質の合格標準認証を行 う。第3級 認証は、優れた一流

の質を有するモデルを示 し、教師教育の国際影響力及

び競争力を高めるために、師範類専攻の質の卓越標準

認証である。その中、第2・3級 認証は 「師徳 教学、

育人、発展」 といった4方 面から教員の核心能力資質

を凝出し、八つの上位指標を設定した。

各認証の対象は定められている。第1級 認証の対

象は、高等教育における師範類専攻(四 年制大学レベ

ル)及 び教育系の国控専攻の(短大及び高専レベル)

となる。第2級 認証の対象は、卒業生を3期 以上有す

る師範類専攻である。第3級 認証の対象は、卒業生を

6期 以上有する師範類専攻である。個別に長い歴史あ

UnitedGraduateSchoolforProfessionalDevelopmentofTeachers13
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るいは社会認知度が高い師範類専攻は、直接に第3認

証を申請することができる。第2、3級 認証は、自己

任意申告となる。師範類専攻の認証を実施するには、

認証体制を整えることが必要とする。教育部は師範類

専攻の認証方法及び標準を定め、認証専攻家委員会を

成立し、認証の実施を監視指導する。また、全国にお

いて、認証の質の一致性を保つため、認証機関の資質

及び認証過程を統一基準で認定し、認証の結果に対す

る異議の申し立てを受理する。

表2:認 証制度の概要

業 第1級 第2級 第3級
レ

目標 基本要件 合格基準 卓越標準

豫 師範類専攻 卒業生を3 卒業生を6
(四年制) 期以上に 期以上に有
教育系の国 有する師 する師範類

控専攻(短 範類専攻 轍
大 ・高専)

認証機関 教師教育質 省の教育 教育部高等
監測ネッ ト 行政部門 教育評価セ
ワー ク が指定す ンター

る認定評
価機関①

認証形態 義務付き 自己任意申告緯 データ収集 専門家現揚考査

認証結果 なし 自ら教員 自ら教員資
の活用 資格試験 格試験の筆

の面接を 試及び面接

行 うこと を行 うこと

ができる ができる

撫 核心激値監 上位指標の8項 目:

視指標の4 育成 目標、卒業要求、課
種類(15項 程及び教学、-協力及び実

目): 践、師質集団、支持条

課程及び教 件、質保証、学生発展
学、教育実

践、教員比

率、運営条

件
灘 データ提出 7ス テ ップ

①但し、中央部門所属の高等教育機関は、教育部高等教育評価セ

ンターが第2級 認証を行う
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り、地域の第二級認証を行 う。省 レベルの教育行政部

門は国家基準に従い、各地域の師範類専攻の第二級認

証を行い、認証結果の審議体制を整える。また、省の

教育行政部門は、地域の師範類専攻認証を行い、地域

の実庸に基づき実施方案を制定する。各校が実清に応

じて任意に認証申請を提出する。

第1級 認証は、教師教育質監測ネ ットワーク ・フラ

ットフォームより師範類専攻の核心データを収集 し、

全国教師管理晴報システム、高等教育学生清報サイ ト

のデータと対比 し、監測指標モデルを作成 し、常態化

監測を行 う。第2級 、第3級 認証は、専門家が現場考

査より師範類専攻の質状況を周期的に調査する。第2

級、第3級 認証するには、次の7ス テップの流れで手

続きを行 う。

1)申 請及び受理

地域が所轄する高等教育機関は、省の教育行政部門が

指定する教育評価機構に第2級 認証申請を行 う。中央

部門所属の高等教育機関は、教育部高等教育評価セン

ターに第2級 認証申請を行 う。第3級 認証の対象と該

当する専攻は、所轄部門の同意を得て教育部高等教育

評価センターに認証申請を行 う。受理条件が満たされ

た専攻は、自己評価を行 う。

2)自 己評価

高等教育機関は、認証標準に従い、自己評価を行 う。

関連する情報データの分析及び自己評価報告書を提出

する。

3)書 類審査

教育言郵面機構の専門家は、提出された書類を審査する。

合格 された専攻は、現場考査を行 う。

4)現 場考査

教育評価機購の専門家チームは、高等教育機関に入 り、

インタビュー、授業参観、聞き取り調査、関係文書調

べ、集団評議など多様な方式で現場考査を行 う。特に

卒業生の就職後の勤務状況を重視し、認証標準の達成

度を判断し、考査意見をフィー ドバックする。

5)結 論審議

教育評価機構は・現場考査を行った専門家チームの認

証結論を審議する。

6)結 論認定

教育評価機構ぽ 審議結果を所轄部門の同意を得て教

育部認証専門家委員会に提出する。結論認定は、合格

6年間有効、条件付き合格6年 間有効、不合格となる。

7)修 正提出

高等教育機関は、結論認定報告書に従い、整頓改善

報告書を提出する。教育評価機構は、整頓改善報告書

を審査する。提出しない、あるいは、再審不合格の場

合は、有効期間を中止する。

認証結果は、政策制定、資源配置、経費投入、雇用

者や大学入試希望などの関連分野に参照資料として提

供することができる。第2級 認証に合格 される専攻の

師範類卒業生を対象に、高等教育機関が自ら教員資格

試験の面接を行 うことが認められる。高等教育機関は、

教育部の師範生教育実践の意見要求に従い、実習計画、

実習指導案、授業記録、実習報告書及び審査表を含め、

師範系卒業生の教育実習ポー トフォリオを作り、教育

実践能力を認定する。認定された合格者は、面接合格

だと認める。第3級 認証に合格 している専攻の師範類

卒業生は、高等教育機関が自ら教員資格試験の筆試及

び面接を行 うことが認められる。高等教育機関は、国

の要求に従い、教養科 目、教科専門科目及び教職課程

などを設置する。師範類専攻の学則の規定に準 じて履

修成績合格者は、国家教師資格試験の筆試の合格 と認

める。面接は、第2級 認証と同様に扱 う。

師範類専攻の認証は、認証を受ける高等教育機関か

ら費用を徴収しない。教育部は、第1級 認証及び第3

級認証の予算を保障する。省の教育行政部門ぽ 本地

域の師範類専攻の第2認 証の経費を保障する。認証結

論に異議がある場合は、認謡結論を出された30日 以

内に書面で理由書及びそれを支持する書類 を提出し、

上訴することができる。30日 以上に経つと、結論を認

めると見なす。認証専門委員会1瓜 上訴を受理 して素

早く調査を行い、60日 以内に意見を出す。認証を実施
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するには、公平、公正、公開の原則で実施するべきで

あり、教師、学生、社会の監督を受ける。そのため、

教育部教師局及び評価センターは、監督電話及びメー

ルア ドレスを公開し、師範類専攻認証に関する意見や

不正通報を受ける。

V.国 家試験によって教員の質保証ができるか

図1の ように、前述 した教員免許の国家資格化改革

に関連する政策の実施開始時期を示 した。2011年 から

2017年 まで6年 間をかけて、教員資格全国統一試験 と

それに伴 う定期登録制度、師範類専攻を評価する認証

制度を確立してきた。これからも全面実施と共に一一連

の改善策を加えていくだろう。教員免許の質保証を図

るとい う名目で、教員免許の国家資格化を導入 したが、

全国実施 と共に生じた疑問や問題 点の指摘は少なくな

い(朱 、2012;劉 ・朱、2015;林 ・劉、2015)。その中、

懸念される課題を二つ述べる。

図1:教 員免許の国家資格化改革の時間図

1.国 家試験制度とそれを免除できる認証制度が「新双軌

制」の復刻

教員免許の国家資格化改革の展開を整理してきたが、

一連 の政策が振 り子の揺 り戻 しが起こっているように

見 られる。現在、国家試験制度の全国実施は、順次に

進んでいる。但し、教育部が2017年11月 に打ち出し

た師範類専攻を評価する認証制度においては、評価結

果のランキングにより国家試験を実質免除できる仕組

みが判明された。第2級 と認定される専攻は、国家試

験の面接を各自で組織することができる。第3級 と認

定 される専攻は、国家試験の筆試及び面接を各自で実

施することができる。そ うすると、改革前の師範生と

非師範生の2重 構造 「双軌制」に戻るようになってい

るのではないだろうか。

生涯学習の時代 と社会の急激な変化に対応 して、
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「学び続ける教員像」の確 立、及び教員養成の 「高度

化」を図ろうとしている、今回の教員免許の国家資格

化改革は、結果 として、教員になりたい非師範生だけ

に、以前よりハー ドルが高くなった国家試験をさせる

ことになる(余 ・趙、2015;趙 ・余 ・楊、2016;葉 ・

劉、2017)。本来幅広い分野 ・背景を持つ非師範生を教

員の集団に誘 うとい う意図は、本当に実現できるだろ

うか。国家試験制度の全国実施は、教員養成系の高等

教育機関に危機感をもたらす。その状況を緩和する一

つの方策 として、師範類専攻の評価認証制度、と認証

結果の特別待遇が仕組まれている。実は、高等教育の

師範類専攻の良さを引き出すには、国家試験の免除で

はなく、よりよい教員養成系専攻の専門性及び高度化

を追求するべきだろう。教員に求められる高度の専門

性を保証するために、日本全国的に展開している教職

大学院の設置は、教員養成教育の改善 ・充実を図る一

つの政策として参考すべきである。

2、実習、現職での教職開発との連動が欠如

教員免許の国家資格1ヒに伴 う一連の政策において

は、実習及び現職研修に関わる内容が言及 されていな

い。教職課程の専門性を示す実習が、現在の国家試験

を受ける資格、教員免許を取得する必要条件として定

まれていない。教員資格制度を改革する際、実習期間

や実習のや りかた、現職での教職開発 ・継続教育が議

論 されていないことが懸 念される。

教育部(2016)は 、教育現場の実態汲び問題 点を改

善するため、師範生の教育実践を強化する意見を公布

した。その中に、授業実践、担任実践、教学研究実践

を含む教育実践の期間は、累計で一学期以上であるこ

とが勧められた。実習期間のばらつきが多いため、こ

の意見の実施計画が、各省、市、県に任せているので、

現状の改善がまだ報告 されていない。 しかも、現時点

で推進されている教員資格制度の改革においても、非

師範生に実習を求めていない。実習を経験していない

非師範生が教員になる場合、初めて向き合 う生の教育

現揚で相当な困難 や厳 しい挑戦が伴 うだろ う。それを

サポー トできる支援が備えられない限りでは、教員の

持続的な成長を保証しにくくなる恐れがある。

16StudiesinandonTeacherEducation,Vol.11,2018.6

このように、実習の価値が十分に反映されていない

状況から、師範生の教育実践を強化する意見の徹底実

施も先延ばしになるだろ う。つま り、実践的指導力を

身にっけさせる教育実習を充実させる議論が欠如 して

いる。これまでより複雑、高度な教育現場での問題を

解決するために、教員に実践的指導力や問題解決力が

求められる。実は、現職教員の資質能力の向上を目指

して、実習及び現職での教職開発 ・継続教育の両方を

連動させ、重視する日本の教職大学院の実習の取 り組

みが参考になる価値がある。現職の教員は、学校現場

で実習をしながら、教員同士の協働で研究課題を探究

していく。理論 と実践の往還をできるように、定期的

に実習で探究してきた取 り組みを振 り返る。これを継

続的、長期的に実施することによって、新たな学びを

展開し、実践的指導力を身に付けることが期待されて

いる。

(追伸:中 国の政策に関連する専門用語は、原文に忠

実に再現できるように、中国語の用語をそのまま使わ

れている。そのため、読みにくい文章 となってしま う

ことにお詫び申し上げる。)

付録1:中 学校教員免許の国家試験科目及び内容

試
験
科
目

領域 比
例%
出題形式 合計

総
合
素
質

教育理念
教育法衛去規
教員道徳規範
文化素養

15

10

15

12

択一選択
事例分析

選択
39%

非選

択
61%

基本能力 48 択7選 択
事例分析
論述

教
育
知

識
と

能
力

教育基本原理
中学校教学
中学生学習心理
道徳

68 択7選 択
是非
事例分析

選択
30%

非選

択
70%

カリキュラム

発達心理
カウンセ リング

学級経営及び教

員心理

32 択一選択

鰍
事例分析

教
科
知

識

(例:英語科)
言語知識及び能
力
言語教学知識及

27

27

択一選択
択一選択
及び解釈

選 択

40%

非選

及
び

禰
教学設計 27

指導案設
計

択
60%

教 教学実施及び評 19 事例分析

学 価

能
力

一
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[註]

1)師範生と非師範生は・一般的に・教員養成系の自而範大学(学

院)に おいて教員養成の師範類専攻と非教員養成の専攻に在

籍する学生を区別するために使われている。

2)中国語標準語試験は・標準語の発音や運用の規範性を判定す

る口頭テストである。1級から3級、それぞれに甲(上 級)と

乙(下級)に 分かれた全6ラ ンクがあり、教員免許を取得す

るため、2級乙以上の合格が求められている。その中、幼稚

園教諭、国語科教諭になる人は2級甲以上のランクに属しな

ければならない。

3)地域により金額は変動するが、およそ1㎜ 円前後。

4)教育系の国控専攻は、教育分野において、特別な職業と密接

に関わる専攻であり、国によって新設ずる専攻の数が規制さ

れている。教育系のほかに、医学、公安、司法系の国控専攻

はある。
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